
産学連携による⼤学院教育の充実
〇 複線型教育への改⾰を進める上では、産学連携の取組をより⼀層進めることが必要。⼤学院教育の体質改善を進めるとと
もに、特に諸外国と⽐べて1/2以下の学位取得者数となっている修⼠・博⼠課程において産学連携の取組を強⼒に推進。

・ ⼤学院博⼠課程のカリキュラムと社会のニーズのミスマッチ等が従前より指摘。
・ 博⼠課程教育リーディングプログラム（以下、リーディングプログラム）では、企業と⼤学が協働した教育プログラム開発等、
先端的な産学連携の取組が進展、教育⾯での産学連携の成果が出始めている。

・ 事業が終了していない現時点では、成果の普及が⼀部に留まっており⼤学院教育全てを変えるには⾄っていない。学内他
研究科や他⼤学への波及を進めていくことが必要。※今年度が事業最終年度

○ 卓越⼤学院プログラム等、国の施策を通じた先端的な産学連携の促進
・ 平成27年度以降、⾻太の⽅針や未来投資戦略において創設が提⾔されてきた「卓越⼤学院プログラム」を平成30年度から開始。例えば、全国の電⼒業界
と国内13⼤学の連携によりエネルギー問題に取り組む⼈材を育成する例等、企業と連携し最先端の取組を提供。こうした優れた取組を学内で横展開すること

を
各⼤学に条件化。

・ リーディングプログラムについても今年度中に成果を分かりやすく取りまとめ、各⼤学に周知。
→ 優れた取組の創出と横展開により、我が国全体の⼤学院改⾰を推進

○ ３つの⽅針の策定・公表の義務化 （※「学位授与の⽅針」、「教育課程編成の⽅針」、「⼊学者受⼊れの⽅針」）
・ 社会のニーズ等を踏まえ⼈材養成⽬的を⾒直し → ３つの⽅針の策定・公表を義務化。
・ 特に博⼠課程に対しては、リーディングプログラムの取組も参考とし、企業と博⼠課程の相互理解を進める取組や、
産業界等と連携し取組を協議する場を活⽤することを促す。
→ 社会のニーズを踏まえた⼤学院教育を確⽴

○ 国による、各⼤学の好事例の収集やノウハウの共有
・ 例えば、北陸先端科学技術⼤学院⼤学では地元企業と連携、共同して研究指導を⾏い、修了後に連携企業
で⼀定期間就業すれば返済免除となる奨学⾦の枠組みを検討。
→ 国が好事例の収集やノウハウの共有を進め、⼤学独⾃の様々な取組を後押し

これまでの取組と課題

更なる改⾰

早稲⽥⼤学「パワー・エネルギー・プロフェッショナル育成プログ
ラム」（卓越⼤学院プログラム平成30年度採択）

リーディングプログラム修了者は４割以上が⺠間・官公庁
に就職。通常の博⼠後期課程修了者のほぼ倍。

産学連携による⼤学院教育の充実のため、リカレント教育の場としても積極的に活⽤ 25



高等教育・研究改革イニシアティブ（柴山イニシアティブ） ～高等教育機関における教育・研究改革の一体的推進～ 関連部分抜粋
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⼈⼝100万⼈当たりの学位取得者数の国際⽐較（修⼠及び博⼠）

米・独・仏・英・韓と比較して、修士の数は1/3程度、博士の数は1/2程度。また、人文・社会科学の割合が
極端に低い。

資料：
日本は文部科学省、「学位授与状況調査」
＜米国＞NCES,IPEDS,“Digest of Education Statistics”
＜韓国＞韓国教育省・韓国教育開発院、「教育統計年報」各年版
＜その他の国＞2008 年度：文部科学省、「教育指標の国際比較」各国最新年度：文
部科学省、「諸外国の教育統計」

出典：
科学技術指標2018，科学技術・学術政策研究所，
調査資料－274，2018年8月

修⼠の学位 博⼠の学位
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博⼠課程教育リーディングプログラムにおける優れた取組・成果

◎ 平成24、25年度採択プログラムの中間評価、平成23年度採択プログラムの事後評価においては、産学連携に
関する以下の点などが「優れた取組や成果」として評価。

【多様な研究者による指導体制】
・ ⺠間企業、他⼤学、海外研究機関の研究者からなる複数指導教員

体制が構築されている。

【外部機関の適切な参画】
・ 産官学の優れたリーダーによる俯瞰講義・特別講義や企業現場で⾏う

オンサイト講義・研修等のプログラム、及び海外派遣・企業インターンシッ
プにより、深い専⾨性と広い視野・俯瞰⼒、⾏動⼒を持ち、産官学の多
様な分野で活躍するリーダーが育つことが⼤いに期待できる。

【外部機関との連携による実践演習を通じた俯瞰⼒の涵養】
・ インターンシップ等として社会課題の現場に赴き、解決を考えさせる実践

体験の仕組みや企業や⾃治体から提供されたプロジェクトによる演習等
を通じ、俯瞰⼒及び超域⼒を涵養するカリキュラムを実施している。

【企業・学⽣双⽅に向けたキャリアパスの開拓】
・ 企業の幹部経験者、実務経験者をメンターに招くことで、学⽣に正確な

企業イメージを持たせ、研究に関わる企業特有のノウハウを伝授し学⽣
のモチベーション（学習意欲）を向上させている。また、研究⼈材育成
フォーラムを開催し、参加を呼びかけた多くの企業の⼈事担当者から、プ
ログラム学⽣への⾼い評価を得ている。

（上）企業に参加
を呼び掛け研究⼈
材育成フォーラムを
開催（⼤阪府⽴
⼤学）

（下）修了⽣の活
躍状況やプログラム
で学んだことをまとめ
たパンフレットを作
成、ＪＳＰＳホー
ムページで公表。

https://www.jsps.go.jp/j-
hakasekatei/data/Jpn_Program_for_Leading_Graduate_Schools.pdf
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出典：平成２９年度実施状況調査（文部科学省）を基に作成

インターンシップ派遣学生数

プログラム参画企業数 プログラムにおける企業との共同研究実施数

インターンシップ実施数、海外大学等への派遣実施数ともに年々増加傾向。インターンシップ先も企業以外も多数実施。

参画企業数は年々増加
平成29年度は779社（プログラムあたり平均13社）が参画

共同研究実施数は年々増加
平成29年度は759件（プログラムあたり平均12件）実施

※「参画」とは、個人としてではなく、企業・機関としての協力のもと、プログラムに関りがあった場合のことをいう
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博⼠課程教育リーディングプログラム修了者の就職状況（通常の博⼠との⽐較）

40.8%
(3,682名)
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20.0%
(1,805名)

1.9%
(23名)

21.4%
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⼤学院活動状況調査
（平成２６年度修了）

(n=9,024)

プログラム修了者
のうち就職した者

（平成２５〜２９年度末修了）
(n=1,243)

⼤学 公的研究機関等 医師等 ⺠間企業 官公庁 その他

民間企業・官公庁に就職した割合：
42.7％

23.2％

【主な就職先】

（大学・公的研究機関）北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、東京工業大学、東京学芸大学、名古屋大学、京都大学、大
阪大学、九州大学、首都大学東京、慶應義塾大学、早稲田大学、スタンフォード大学、オックスフォード大学、ロンドン大学、マサチュー
セッツ工科大学、カリフォルニア大学、コロンビア大学、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、理化学研究所、産業技術
総合研究所、新エネルギー・産業技術総合開発機構、ＮＡＳＡ、ＮＩＨ、マックス・プランク研究所 等

（企業・官公庁）中外製薬、第一三共製薬、アステラス製薬、住友化学、日立製作所、NEC、三菱電機、文部科学省、特許庁 等

※大学院活動状況調査については、現職を継続する社会人を除く。
※大学院活動状況調査の結果には、いわゆる「満期退学者」も含まれる。
※大学院活動状況調査については、ポストドクター1,762名の所属機関種が特定できないため、ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（2014年12月
科学技術・学術政策研究所）のポストドクター等の所属機関種（大学：75.6％、それ以外：24.4％）に基づき、大学と公的研究機関に按分して計上。

出典： プログラム修了者は平成２９年度実施施状況調査、博士課程全体
の就職者は平成２６年度大学院活動状況調査（ともに文部科学省）

就職者（プログラム修了⽣）の４割超が⺠間企業・官公庁に就職。国内外の⼤学・公的研究機関・⺠間企
業・官公庁等の多様なセクションで活躍。
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背景・課題

【事業スキーム】

事業開始4年⽬・7年⽬に評価を実施
※総じて当初の計画を下回るものは⽀援を打ち切り

・事業終了後10年間はﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ修了者の追跡調査を実施
事業の継続性・発展性の確保のため、事業の進捗に合わせて

の活⽤ 補助⾦額を逓減（４年度⽬は補助⾦額と同程度の学内外資源
を確保し、７年度⽬には補助⾦額が初年度の１／３に逓減）
→各⼤学は、初年度から企業等からの外部資⾦をはじめと
する⼀定の学内外資源を活⽤するとともに、事業の進捗に
合わせ学内外資源を増加

事業概要

て
源
）

と
に

事業成果
・あらゆるセクターを牽引する卓越した博⼠⼈材の育成
・持続的に⼈材育成・交流及び新たな共同研究が持続的に展開される拠点創出
→ ⼤学院全体の改⾰の推進

◆ 第4次産業⾰命の推進、Society5.0の実現に向け、学術プレゼンスの向上、新産業の創出、イノベーションの推進等を担う様々な分野で
活躍する⾼度な博⼠⼈材（知のプロフェッショナル）の育成が重要

◆ 優秀な若者が産業界・研究機関等の教育に参画し、多様な視点を養うことが重要であり、機関の枠を超えた連携による⾼度な⼤学院教育
の展開が重要

◆ また、優秀な⽇本⼈の若者が博⼠課程に進学せず、将来において国際競争⼒の地盤沈下をもたらしかねない状況に対応する必要

卓越⼤学院プログラム 2019年度予算額 7,409百万円
(前年度予算額 5,600百万円)

【⽬的】◆ 各⼤学が⾃⾝の強みを核に、海外トップ⼤学や⺠間企業等の
外部機関と組織的な連携を図り、世界最⾼⽔準の教育・研究⼒
を結集した5年⼀貫の博⼠課程学位プログラムを構築

・ それぞれのセクターを牽引する卓越した博⼠⼈材の育成
・ ⼈材育成・交流、共同研究の創出が持続的に展開される
卓越した拠点の形成

【対象領域】● 国際的優位性、卓越性を有する領域
● ⽂理融合、学際、新領域
● 新産業の創出に資する領域
● 世界の学術の多様性確保への貢献が期待される領域

・各⼤学が養成する具体的な⼈材像を連携機関と共有し、
4領域を組み合わせてプログラムを構築

・プログラム構築に当たっては、⼤学本部の強⼒なコミットメント
を通じ、⼤学が総⼒を挙げて取り組む → ⼤学院改⾰につなげる

― 財政⽀援（2018年度〜2026年度）
※４年⽬の評価において個別プログラムの評価に加え、事業全体としての評価も⾏い、８年⽬以降の取り扱いについて検討

― 2018年度採択【継続】（15件×約30,553万円）
2019年度採択【新規】（ 8件×約34,072万円）（予定）
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卓越⼤学院採択プログラムの例（早稲⽥⼤学）

早稲⽥⼤学「パワー・エネルギー・プロフェッショナル
育成プログラム」は、連携13⼤学による５年⼀貫
の博⼠⼈材育成プログラム。

学⽣は⾃らの専攻の履修・修了に加え、プログラム
修了要件（5年間で45単位）を修得することによ
り「PEP卓越⼤学院プログラム修了認定証」が授
与される。

採択理由において、「国公私⽴13 ⼤学及び電
気事業連合会をはじめとする多くのエネルギー・イン
フラ企業やパワーアカデミー、トップクラスの海外機
関等との連携によって、共同研究⼒、産業創出
⼒、国際連携⼒を備え、将来の重要課題である
エネルギー分野において新産業の核となる⼈材「パ
ワー・エネルギー・プロフェッショナル（PEP）」を育
成し経済発展に寄与するという、他に類を⾒ない
卓越性の⾼い意欲的な提案」と評価。

（（独）⽇本学術振興会ホームページより抜粋）
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